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米国遺産税の歴史－現行の遺産税創設時（1916 年）まで

浅　川　哲　郎

１．はじめに

激戦に終わった今回（2012年）の米国大
統領選挙も民主党のバラク・オバマ（Barack 

Hussein Obama）大統領の再選という結果

となった。しかし，オバマ大統領にとっても

不本意な選挙戦になったと言えるのではない

だろうか。オバマ大統領は，この４年近くの

在任中，2008年に起きたリーマン・ショッ
ク以降の疲弊した経済状況を打開する経済政

策が打ち出せてはいなく，評価すべき成果も

出ていない。しかし，そういう状況もギリ

シャ危機に喘ぐヨーロッパ経済等を考慮する

と「仕方がない」と米国民は判断したのであ

ろう。それよりも「共に尽くそう（United 

We Serve）」をスローガンにコミュニティ

の再生のために，全国民に医療保険の加入を

義務付ける国民皆保険制度など，ともすれば

社会主義的と揶揄された社会政策が，人々に

受け入れられたのかもしれない。

財政政策，特に本稿で取り上げる遺産税に

ついても，大統領選挙で対立した共和党の

ミット・ロムニー（Willard Mitt Romney）

候補が，ジョージ・W・ブッシュ（George 

Walker Bush）前大統領が打ち出した遺産

税廃止路線の継承を唱えたのに対し，オバマ

大統領は，遺産税廃止には与していない。実

は遺産税は，その財政に占める割合は高くな

くて，その存続，廃止の判断においては，そ

の国の人々の富に対する価値観などが影響

していると考えられる。それでは歴史的に見

て，米国人は自らの富に対してどのように考

えてきたのか，ということは興味深いことの

ように感じられる。

第二次世界大戦以降，米国連邦政府は毎

年，400億ドルから２兆ドルの税収を確保し
てきたが，その中で，遺産税および贈与税に

よる税収は毎年，５億ドルから300億ドルに
すぎない。現在の連邦財政の巨大な赤字の中

で，課税総額の劇的な減少は難しいであろ

う。しかし遺産税および贈与税は，全体の税

収の中で小さな額でしかないし，将来の税収

増がこの遺産税および贈与税によってもたら

されることもないと考えられる。この２つの

税による歳入は，巨額な法人税や所得税ばか

りではなく，アルコールやタバコ税と比較し

ても少ない額である。しかし，第二次世界大

戦以前の時代，遺産税および贈与税は，それ

以降より，全体の税収の中で大きなシェアを

占めており，例えば1935年から1941年まで
の財政年度においては，およそ７％を占めて

いた。この期間における連邦の税収入は平均

して毎年500億ドルであり，その比率は以降，
近づくことはなかった。2009年度の連邦政
府の税収２兆ドルのうち，遺産税および贈与

税による税収は250億ドル，つまり１％少し
程度である。遺産税および贈与税に対する課

税がこのように変化していったのは，それら

の税が単に政府における財源として機能して

いた訳ではないことを示すものと考える。こ

こで財源調達以外の機能というと，例えば富

の再配分である。巨額の資産を持つ者からそ

うでない者へ資産を移転させることによって

社会正義を達成しようという意図である。

筆者は，このような，遺産税および贈与税
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を取り巻く要素の歴史を，米国の歴史が始

まって以来，現在に至るまでを研究している

のであるが，本稿では特に現行の遺産税が形

成される1916年の前の時代の展開について
論じていきたい。

２．遺産税の歴史についての研究の必
要性

　米国における遺産税または日本における相

続税の様な死亡時に資産に課される資産税

は，世界的にみると，どの国でも税収は大き

くなく，また近年は廃止する国も現れてい

る。その意味では，遺産税・相続税は過去の

ものであって将来の発展性はないといえるか

もしれない。しかし，日本では，税務調査会

を中心に相続税の強化を主張する見解があ

る。例えば，平成12年度の税制調査会答申
『わが国税制の現状と課題　－21世紀に向け
た国民の参加と選択－』は，「相続課税につ

いて，ごく一部の資産家層を対象に課税する

という従来の位置付けから，より広い範囲に

課税していくという方向でそのあり方を検討

していくことが必要と考えます。」と述べる。

また，平成15年度の税制調査会答申『少子・
高齢社会における税制のあり方』は，「今後，

少子・高齢化の下では，相続税について，従

来より広い範囲に適切な税負担を求めるねら

いから，課税ベースの拡大に引き続き取り組

む必要がある。」と提言している。

更に，最近，自由民主党の『平成20年度税
制改正大綱（平成19年12月13日）』は，相続
税の課税方式を遺産取得課税方式に改めるこ

とを検討する旨を述べている。同大綱は，新

たな事業承継税制の創設について述べている

が，その中に次のような記述がある。

「この新しい事業継承税制の制度化にあわ

せて，相続税の課税方式をいわゆる遺産取得

課税方式に改めることを検討する。その際，

格差の固定化の防止，老後扶養の社会化への

対処等相続税を巡る今日的課題を踏まえ，相

続税の総合的見直しを検討する。」

同様な記述は，財務省の『平成20年度税制
改正の大綱』（平成19年12月19日），及び閣
議決定『平成20年度税制改正の要綱』（平成

20年１月11日）にもある。現行の相続税制に
対する批判はこれまでも少なくなかった。し

かし，税制調査会は，最近までこの課税方式

を維持する方針を示していた。例えば，相続

時精算課税制度を導入する契機となった税制

調査会『あるべき税制の構築に向けた基本方

針』（平成14年６月14日）は，相続税・贈与
税の一体化，累積課税化を検討しつつも，「法

定相続分を基調とする取得課税による現行の

体系については維持すべきである」と述べて

いた。しかし，最近になって，上記の税制改

正大綱のほか，最近の税制調査会答申『抜本

的な税制改革に向けた基本的考え方』（平成

19年11月）においても現行の相続税の問題点
が指摘されている。つまり，個々の相続人の

相続額に応じた課税がなされないこと，一人

の相続人の申告漏れにより他の共同相続人に

も追徴税額が発生すること，及び各種特例が

他の共同相続人の税負担をも軽減する効果が

あることが指摘されていた。

遺産取得課税方式は，法定相続分課税方式

よりも分かりやすい仕組みであり，法改正に

よって制度上の問題が生じることは，より少

ないと思われる。この法改正を行う場合は，

相続税と贈与税との統合など，更なるいくつ

かの改正の選択肢の検討が必要になってくる

と考えられる。このような場面に，米国のよ

うな海外の相続税の仕組み及びその経緯を分

析することは有用であろうと考えられる。

３．米国の資産税について

ここで研究のメイン・テーマとして選択し

た米国の遺産税について考えてみたい。米国

の遺産税は1916年の税制改正において創設
されたものであるが，いわゆる富裕層の多い
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米国では，遺産税・贈与税上のタックス・プ

ランニングが著しく発達している。このタッ

クス・プランニングは，３種類の方法に大別

できる。つまり，①遺産価値の凍結，②非課

税財産の創設，及び③既に蓄積された資産の

処分である。このうち，①及び③に関して，

閉鎖会社の利用が，主要な手法となってい

る。

　皮肉な事にこのタックス・プランニング

は，遺産税および贈与税の構造的問題点を明

らかにする働きをしている。これは日本にお

ける，いわゆる相続税節税対策が，税制の財

産評価の要である財産評価基本通達の欠点を

明らかにする働きをしていることと類似して

いる。米国においては，資産評価に関する日

本の財産評価基本通達のような画一的なルー

ルが存在しない。そのため，タックス・プラ

ンニングは，遺産税および贈与税の仕組み自

体の弱点を取り込もうとし，それによって活

発な議論が喚起されることになる。

ここで少し概念を整理する必要がある。資

産移転課税（wealth transfer tax）とは，

遺産税，相続税，贈与税等，財産の移転に関

して課される租税である。以後，財産を移転

する者，すなわち被相続人（decedent）又

は遺産（estate），贈与者（donor），また

は信託の委託者（grantor）等を移転者とい

う。そして，財産を受け取る者，すなわち相

続人又は受遺者，受贈者，又は信託の受益

者等を受領者という。資産移転課税は，死

亡時の移転に対して課される死亡税（death 

tax）と，生前の移転に対して課される贈与

税（gift tax）に二分される。加えて死亡税は，

故人の遺産に対して課される遺産税（estate 

tax）と，相続人や受遺者に対して課される

相続税（inheritance tax）に分けられる。

同様に，贈与税も二種類に分けられることに

なる。

米国の場合，国レベルの課税である連邦税

に加えて，州レベルの課税の州税も独自の構

造を持っているが，議論の対象は連邦税を中

心にしたい。米国の連邦レベルの資産移転課

税には，遺産税（内国歳入法典第11章），贈
与税（内国歳入法典第12章），及び世代跳梁
税（内国歳入法典第13章）の３種が存在する。
この３種を合わせて連邦遺産税および贈与税

もしくは単に遺産贈与税と言っているのであ

る。

この遺産税および贈与税の特徴を整理して

おこう。第一の特徴は，遺産税型の課税，す

なわち，遺贈又は贈与をした側が課税される

ということである。これは遺産贈与税が，米

国連邦憲法第１条第８節第１項に規定されて

いる「エクサイズ（excise）」であると理解

されていることによる。エクサイズとは，「あ

る行為をすること，ある業務への従事，又は

ある特権の享受に対して課される税」であ

り，「財の製造，販売，利用，又はある業務

又は活動の実行，あるいは財産の移転に対し

て課される税」である。すなわち，遺産税お

よび贈与税は，財産権行使の一方法である

「財産の移転」に対する課税なのであり，従っ

て，財産権の行使主体が課税されるのは当然

であるということである。

第二の特徴は，累積的課税である。これ

は，遺産税又は贈与税の税額算定の際に，過

去になされた贈与の価額を遺産又は贈与の価

額に加えて，税率を適用し，得られた金額か

ら過去に納付すべき贈与税額を控除して，最

終的税額を算出するという仕組みである。こ

れによって，財産を分割して別個に贈与を行

うことにより累進課税を免れることを防止し

ている。第三の特徴は，世代跳梁税の存在で

ある。財産は通常は一世代ずつ継承されてい

くので，遺産税又は贈与税が，一世代に一回

は課税されることになる。しかし，ある者が，

二世代以上若い世代の者へ直接遺贈又は贈与

を行い，あるいは信託を利用して財産を移転

すれば，遺産税又は贈与税が課税される回数

を減少させることができる。このような場合

に，財産が一世代ずつ継承される場合との公

平を保つために，遺産税又は贈与税とは別に



― 4 ―

浅　川　哲　郎

課税されるのが，世代跳梁税である。

第四の特徴は，遺産税及び贈与税におい

て，配偶者控除が，金額上無制限に認められ

ていることである。また，ある者が贈与を

行ったときは，その配偶者の同意があれば，

その贈与は，夫婦で２分の１ずつ行ったもの

とみなされる。この無制限の配偶者控除は，

先の世代跳梁税と相まって，遺産贈与税に，

一世代に一回課税される資産保有税という色

彩を帯びさせている。私の研究においては，

このような特徴を持つにいたった米国の遺産

税および贈与税がどのように形成されていっ

たか，を明らかにすることを目的とする。

ところで先に遺産税のような資産税は廃止

する国もあると指摘したが，実は米国におい

ても現在，遺産税の廃止が議論されている。

10年ほど前に，ブッシュ政権下においてその
方針が示され，実際に2010年１年だけであ
るが廃止されている。2008年，米国でも政
権が代わり，この遺産税廃止論は幾分下火に

はなっているが，例えば消費税のように将来

的に発展する税とは言い難いであろう。では

何故，このテーマを研究するかというと，最

近日本でも経済格差の拡大が唱えられている

が，経済的な貧富の差においては格段の格差

が存在している米国において，歴史的にどの

ような資産課税が行われてきたかということ

を検証することは興味深いことであるし，遺

産税は廃止されても贈与税は存続するわけ

で，日本人の国際化が進行する現在において

は，課税関係について考察することは社会的

にも意義深いと考えられるのである。米国に

おける遺産税の歴史的展開についての法的な

検討はほとんどなされていないように感じら

れる。それでは以下にその創設時までの歴史

を検討していこう。

４．1789年から南北戦争まで

米国の歴史は財政にととどまらず，文化や

経済活動なども南北戦争を起点に語られる事

が多い。税制については，その南北戦争以前

は，連邦政府はその歳入のほとんどを関税に

依存していた。つまり1789年から91年にお
ける全歳入額4,418,913ドルのうち，関税は

4,399,473ドルであった。その後，1861年に
は全歳入額は，51,987,456ドルであったが，
その内訳は，関税が49,056,398ドルであった。
この期間で一度だけ連邦議会が資産の移転に

対して課税したことがある。1798年に原始
的な死亡税（death tax）といえるものが，

無遺言死亡者（intestate）の財産における

持ち分に対する遺産（bequests）の支払い

への印紙税（stamp duty）という形で課税

されたのである１。

この死亡税（death tax）について少し詳

しく述べると，死亡税の連邦としての始まり

は18世紀で，その頃はフランスとの貿易関
係が緊張し，強力な海軍を必要としていた

のである。1794年に下院の特別歳入委員会
（special revenue committee of the House 

of Representatives）が，その結果生じる歳

入需要を満たすために印紙税（stamp duty）

のシステムを導入することを推奨したので

あった。その税の内容は，次のとおりである。

・被相続人の個人資産（effects）の目録

（inventories）に対して10セント。
・50ドル以上100ドル未満の遺産の取得に
対して25セント，100ドル以上500ドル未満
に対して50セント，その後500ドルごとに1
ドル。しかし，夫人，子供，孫は対象とし

ない。

・遺言書の検査（probates of wills）と遺

産管理状（letters of administration）に

対して50セント。

1796年 に 下 院 歳 入 委 員 会（House 
Committee on Ways and Means）は上述

のような税の法案を国会に提出し，実際に

1797年に立法化された。

1797年６月６日成立の印紙法は，遺産
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（legacies）および無遺言死亡者（intestate）

の持分の受領や履行に関して連邦印紙の利用

を求め，必要な印紙の購入に関して費用を課

した。そこでは，1794年の下院特別歳入委員
会で示された税率構造が，夫人（しかし夫は

対象外），または子供および孫への配分に関

する控除とともに採用された。この印紙税は

廃止される1802年まで継続された２。

この税は，税収においてもさしたる額には

ならなかった。1815年には，この形の連邦
課税に改良が加えられた。つまり米英戦争

（the War of 1812）において増大した費用の
結果，1815年に財務省は連邦議会に相続税
（inheritance tax）の制定を進言したが，同

じ年に戦争が終結したために，その進言は結

局，制度としての形とはならなかった３。そ

の後の60年の間は，連邦税の構造の中に，死
亡税という形式は存在しなかった。

５．南北戦争期間

南北戦争（The Civil War）は1861年から

1865年まで続いた米国における内戦である。
奴隷制存続を主張するアメリカ南部諸州のう

ち11州が合衆国を脱退，アメリカ連合国を結
成し，合衆国にとどまった北部23州との間で
戦争となった。この戦争において，お互いに

あらゆる国力を投入したことから，南北戦争

は世界で最初の総力戦とも言えよう。最終的

な動員兵力は北軍が156万人，南軍が90万人
に達した。両軍合わせて62万人もの死者を出
し，これはアメリカがこれ以降，今日まで体

験している戦役史上，最悪の死者数である。

しかし，この戦争後，米国は奴隷解放等，有

意な政策を実現し，国民国家として発展を続

けることになる。

この南北戦争は，国家の歳出を著しく増大

させたので，連邦議会は各種の税で歳入を増

やそうとした。1861年，サロモン・チェイ
ス（Salmon Chase）財務長官は，相続税の

創設を連邦議会に具申した。その結果，1862

年法（the Act of 1862）では，米国歳入シ
ステム上，初めて相続税が登場している。そ

の相続税は動産（personal property）の移

転に対してのみ賦課された。そして，税率は，

受益者と死者との関係に従い累進的で，資産

の配分額に割り当てられた。続いて相続税の

課税対象は，不動産（real property）の移

転にも拡大され，増大した戦費をまかなうた

めに税率も上昇した４。

この相続税は以下のように累進していっ

た。

直系（lineal）の子孫，直系の先祖，兄弟

 0.75％
兄弟の子孫 1.5％
両親の兄弟，およびその子孫 3.0％
祖父母の兄弟，およびその子孫 4.0％
他の傍系（collateral）の親戚，姻族，政

治（politic）もしくは企業組織（corporate 

bodies） 5.0％

相続税は，死亡者の全資産が1,000ドル
を超える場合のみに課税されるとされ，ま

た，配偶者は対象外とされた。そして被相

続人の死後になされた贈与と売却について

は，課税対象としている。全ての遺言執行

人（executor）と管財人は，宣誓書を付し

た動産の一覧表を，管轄地域の監督代理人

（assistant assessor）に提出し，資産を配分

する前に税を支払うことになる。そして，純

資産（clear value）のみが課税対象となる５。

遺言書の検査（probates of wills）と遺産

管理状（letters of administration）に対す

る税は次の表によって課される。

2,500ドルを超えない遺産に対して

 0.5ドル

2,500ドルを超えるが，5,000ドルを超えな
い場合 1.0ドル

5,000ドルを超えるが，20,000ドルを超え
ない場合 2.0ドル
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20,000ドルを超えるが，50,000ドルを超え
ない場合 5.0ドル

50,000ドルを超えるが，100,000ドルを超
えない場合 10.0ドル

100,000ドルを超えるが，150,000ドルを超
えない場合 20.0ドル
以降の50,000ドル毎，もしくは，は

4

数

（fraction）に対して 10.0ドル

1864年６月30日法では，これらの税が増税
され，相続税（legacy tax）に対して不動

産に対する継承税（succession tax）を以っ

て補完した。控除額は以前と変わりなく，相

続税の税率は下記のように定められた。

直系（lineal）の子孫，直系の先祖，兄弟

 1.0％
兄弟の子孫 2.0％
両親の兄弟，およびその子孫 4.0％
祖父母の兄弟，およびその子孫 5.0％
他の傍系（collateral）の親戚，姻族，政

治（politic）もしくは企業組織（corporate 

bodies） 6.0％

これらの税率は，兄弟への税率が１％では

なくて２％で課税される事を除いては，承継

税の場合にも用いられた。しかし，承継税に

おいては少額の遺産に対しての控除はなく，

配偶者に対して有利な控除もない。翌年の法

律改正においては，夫人に対する控除が遡及

的に認められたが，夫に対する控除は認めら

れていない。そして慈善目的信託の不動産に

対しては最高６％の税率で課税すべきである

と定められた６。

承継税を定めた同じ法律では，遺言書の検

査（probates of wills）と遺産管理状（letters 

of administration）に対する課税税率に関

して2,000ドルを超えない資産に関しては１
ドル，以降の1,000ドル毎，もしくは，は数
（fraction）に対しては50セント課税すると
された。遺言執行人（executor）と管財人

の証書は，１ドルの統一税が課せられると

された。1867年３月２日成立の改正法では，

1,000ドル以下の遺産に関しては，これらの
印紙税を免除された７。

1866年１月に，デビット・ウェルズ（David 
A. Wells）が議長を務める特別歳入委員

会（Special Revenue Commission） は，

現在まで相続税（legacy tax）や継承税

（succession tax）の条項は現実的には死

文であり，前年度には546,703ドルの税収が
あったにすぎない，としている。そしてその

委員会は，その法律の執行をより有効にする

ために運営上の改正を推奨し，その結果とし

て税収が最低３百万ドルになることを予想し

た。その報告書は，32年を寿命，最低税率を

１％とし，毎年，国富の3,200分の１である

５百万ドルを集めるべきであるとした。しか

しその委員会では，恐らく法律によって認め

られた控除の観点から，予想を修正し，広い

範囲の誤差を許容していた８。

この時期まで遺言執行人と管財人が，必要

とされていた一覧表を添付しなかった場合も

罰則は定められていなかった。そこで1866年

７月13日法では，故意の懈怠，拒否，または
誤謬については1,000ドルを超えない罰則を
定めている。承継税を負う人は，資産の取得

から30日以内に，税額の書類を提出する必要
があるとされた。加えて，この法では，未成

年の子供に対する1,000ドルを超えない動産
については非課税とした９。

デビット・ウェルズは，特別歳入委員会の

議長としての２番目の年次報告書を1868年

１月に国会に提出したが，政府は，前年より

は大きな税収の拡大があったけれども，相続

税と承継税をまだ正当な税額の半分も集めて

いないと不満を記している。彼は内国歳入庁

におけるこの部門に特別の係官を任命すべき

であるとしている10。

この期間の最初の相続税は，その税率を

0.75％から５％の間に設定した。その後，

1864年法（the Act of 1864）は税率を若干，
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上げている。最高裁は，審査のうえ，この課

税は既述の「エクサイズ・タックス（excise 

tax）」にあたり，合憲であるとした11。

連邦相続税は，巨大な戦争のための歳入

が必要なくなった1870年に廃止になったが，
一度，現れた制度は，形を変えて再現するこ

とは避けられないであろう。次の40年間，相
続税を復活させる試みがなされたにも関わら

ず，酒やたばこへのエクサイズ・タックスと

関税収入が全連邦歳入の90％以上を占める
ことになった。しかし，各階層を代表するグ

ループや社会の影響力を持つ人々は，他の形

式の税制を適用するべく，連邦議会に圧力を

形成・及ぼしていた12。

６．1870年から1916年まで：更なる議
会の実験

1870年７月14日法の３項により相続税
（legacy tax）や継承税（succession tax）

は廃止の決定がなされ，同年10月１日から実
施された。同法の27項は，これらの税で，ま
だ徴収されていなく，研究や授業料，慈善目

的への贈与については徴収するべきではない

とした。遺言書の検査（probates of wills）

と遺産管理状（letters of administration）

に対する課税は２年長く続いたが，他の印紙

税と同様に1872年６月６日法により廃止が
決定され，同年10月１日に実施された13。

相続税（legacy tax）や継承税（succession 

tax）が実施された６年間において，それら

の税収は546,703ドルから3,091,825.50ドル，
もしくは内国歳入の0.25％から１ 2―3 ％に増
加している。それぞれの年の税収は以下のと

おりである（表－１）。

ここで最低税率の相続人からの税収が十分

に３分の２を占めている。相続税の約65％は
直接の相続人および兄弟によって支払われ，

約75％の承継税は直接の相続人のみによっ
て支払われる14。

1894年８月27日制定の国家歳入法におけ
る所得税条項において，所得とは「贈与や相

続によって得られた金銭および全ての動産の

価値」を含むと定義された。それ故に，相

続とその年の所得が4,000ドルを超えた場合
は，その超過部分は２％課税される。その所

得税を，分割できない全体（an indivisible 

whole）の一部とみなして，最高裁は取り

消したため（Pollock v. Farmers’ Loan & 

Trust Co., 158 U.S., 601, 637），前述の特徴
も消失したが，国会が相続税をそのようなも

のとして課したことは，広く定着した考え方

である。そして，後の1898年６月13日の戦
時歳入法においては，この条項が制定され

た15。

その戦時歳入法は，1898年４月末に下院
を通過したが，印紙税のスケジュールＡで

は，遺言書の検査（probates of wills）と

遺産管理状（letters of administration）に

（表－１）相続税・承継税の税収（1863-1871）
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対する課税を含んでいる。それらは小さな遺

産の場合の50セントから始まり，より大きな
遺産の価値の約2,500分の１から10,000分の

１まで変化した。上院金融委員会（Senate 

Finance Committee）は，この税を退け，

代わりに動産のみを対象とした相続や配分持

分に対する課税を持ち出して，丁度，南北

戦争の頃の相続税（legacy tax）や継承税

（succession tax）のように，関係や金額に

よって税額を累進させるとした。次の最低税

率の一覧は，10,000ドルから25,000ドルまで
の個人遺産に対するもので，夫もしくは妻の

みが免除されるものである。

直系（lineal）の子孫，直系の先祖，兄弟

 0.75％
兄弟の子孫 1.5％
両親の兄弟，およびその子孫 3.0％
祖父母の兄弟，およびその子孫 4.0％
より遠くの親戚，姻族，政治（politic）も

しくは企業組織（corporate bodies） 5.0％

これらの税率は，25,000ドルから100,000
ドルの価値の個人資産については半額増額さ

れ，100,000ドルから500,000ドルについては
倍，500,000ドルから1,000,000ドルについて
は2.5倍，1,000,000ドルを超える資産の場合
は３倍となる。それ故，最高税率は15％であ

る16。

戦時歳入法の遺産や個人資産の分配部分に

課税するという項目は，1902年４月12日法
によって廃止された。

次の（表－２）はこの税からの歳入であり，

その歳入が全体の歳入に占める割合である。

２年間の歳入の詳細を示した（表－３）は，

３分の２以上の相続税が，最低税率に属す

る親族から支払われていることを示してい

る17。

1870年代から1880年代において，所得税
を要求する声は，相続税への需要をはるかに

凌いだが，双方の税とも政治的な影響力を持

つようになり，しかも，その力は増していっ

た。最終的には1894年に，主に西部と南部に
おける農民の（agrarian）利害および労働

者・中間階層のそれを民主党が結びつけた結

果，東部の民主党と共和党に対し優位に立つ

ことになり，国会は，関税を軽減し，所得税

の規定を制定させた。この1894年の規定は所
得に対して，4,000ドルの控除を取った上で，

２％の税率を課税するもので，贈与や相続と

いう形で受け取った動産は，課税対象の所得

とされた。これに対し，最高裁は1895年に，
当該課税は直接税であるとし，州の間の配分

に欠けることから違憲とした。（Pollock v. 

Farmers’ Loan & Trust Co., 158 U.S., 601, 
637）この判断は，贈与と相続に関する所得

（表－２）戦時歳入法の印紙税による歳入の推移
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課税も退けた18。

しかし，相続税は国の税制を考える上で，

強い足場を確立していった。1898年には国
会は再度，贈与税と遺産税を組み合わせた死

亡税を法律化させた。その税率は，死亡者の

総遺産額の規模に累進しており，死亡者に対

する受益者および相続人の関係に従っても累

進していた。1900年に最高裁はその法律を
合憲と判断したが，適用する税率に関して

は，個々の受益者および相続人の配分額を基

に決定すべきであるとし，死亡者の総遺産額

の規模は考慮すべきではないとした。よって

その税金は，通常の遺産税となった。しかし

南北戦争時代の終結などで，歳出への圧力が

減少したことにより遺産税の議論は1902年
に終結するに至った19。

より強力なグループが連邦所得税および遺

産税の復活を主張し続けたが，それは単に歳

入を増やすためだけではなかった。彼らは

遺産を通じた富の集中という傾向もチェッ

クしたいと考えたのである。鉄鋼王アンド

リュー・カーネギー（Andrew Carnegie）は，

その随筆である「富の福音（The Gospel of 

Wealth）」の中で，誤った愛情が唯一の原因

で親は大きな財産を子供に残すということ

と，そして相続した機関に固有の悪も，その

数少ない利益よりもはるかに大きいと記して

いる。セオドラ・ルーズベルト大統領も，富

の集中することを防止する手段として，急進

的な遺産税の課税を強力に支持した20。

では当時の国会ではどのような議論がなさ

れていたのであろうか。イェンス・ベッカー

ト（Jens Beckert）はドイツの社会学者で

あり，その著書「相続された富（Inherited 

Wealth）21」においてドイツ，米国，フラン

スの富の移転を比較分析している。ここで

ベッカートは，遺産税導入前後の米国議会の

議論を詳細に分析している。20世紀の始め，
米西戦争（1898年）の戦費を賄うために導入
された税の廃止に関する議論において既に，

相続税がもはや単に戦時の税ではないことは

明白であった。それ故，下院においては相続

税を連邦レベルにおいて導入することは繰り

返し議論されたことである。1909年の予算
審議において，相続税はついに，公平な課税

および社会の再配分という問題の文脈におい

て永久の国会の議題になった。そして相続税

は連邦政府によっては危機の時においてのみ

しか課税という論法を取る発言者はほとんど

いなかった（表－４参照）。代わりに，その

税の支持者は公平および平等を前面に押し出

した発言を行い，相続を努力のない富の取得

と批判し，連邦予算を押し上げるためにはそ

の税が必要であると指摘している。それに対

して，反対者は，相続税は州の財源であり，

その利用のために連邦政府は手をつけるべき

ではないとの論陣を張っている22。

相続税の導入に対するプレッシャーは，

上院によって指名された「労使関係委員会

（Commission on Industrial Relations）」

（表－３）戦時歳入法の印紙税による歳入の内訳

lineal

collateral
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が1915年にその報告書（「マンリー・レポー
ト（Manly Report）」）を発表した時に更に

高まった。その委員会は，米国の工業労働者

が不満足な理由を調査している。その主要な

原因として，報告書は米国における富および

所得の不公平な分配をあげている。そして

「工業封建制度（industrial feudalism）」を

認めている既存の相続税法を批判し，相続

を100万ドルに制限する税法を提案したので
ある。その歳入は教育，社会サービス，そし

て社会インフラに使うべきであるとした。そ

して報告書は支配者への富の集中と民主主義

政策への脅威の関係を次のように表現してい

る。

「世襲的な貴族政治の成長をチェックする

ために，国会による効果的な行動が必要とさ

れ，それは米国政府にとっては全く新しいも

ので，人々の社会福祉や民主主義の国家の存

在には驚異となるものである。23」

７．終わりに

以上，現行の遺産税が創設される1916年の
前までの史実を検討してきた。そこでは，戦

争費用をねん出する必要性から発生して，課

税の根拠が富の再配分等，米国人の価値観に

関わるものに変化していったことを見てとれ

るだろう。このような経緯を踏まえて，1916
年に遺産税が創設される訳であるが，それ以

降のことはまた別の機会に論じることとしよ

う。

注

１　McDaniel, Repetti and Caron (2009) p.2.
２　Luckey (2012) p.71.
３　McDaniel, Repetti and Caron (2009) pp.2-3  

この法律は1978年１月１日施行の予定だった

（表－４）1909年の国会における予算審議の相続税発言者による自らの立場の理由
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